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１．はじめに 1

➢ 令和６年１月１日に施行された「共生社会の実現を推進するた
めの認知症基本法」により、都道府県・市町村は、国の「認知
症施策推進基本計画」を基本としつつ、各地域の実情に即した
「認知症施策推進計画」の策定が努力義務化

➢ 東京都は、令和７年３月に「東京都認知症施策推進計画」（令
和７年度～11年度）を策定

➢ 計画策定にあたっては、独立して策定するパターン、また第10
期介護保険事業計画と一体的に策定するパターンの２通りの進
め方あり

（１）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画とは （２）認知症施策推進計画とは ※努力義務

■高齢者保健福祉計画（老人福祉計画）
・高齢者の健康と福祉の増進を図るため、老人福祉法第20条の８
の規定に基づき策定

■介護保険事業計画
・介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため、介護保
険法第117条の規定に基づき策定

・国が定める基本指針を踏まえた策定

※老人福祉法第20条の８第７項の規定に基づき、高齢者保健福祉
計画と介護保険事業計画は一体的に作成が必要

≪計画策定にあたり関連する国の主な会議≫

◎社会保障審議会介護保険部会
・介護保険制度の改正（法制度の見直し）や、給付と負担の
あり方、要介護認定制度、サービス提供体制の見直し、地
域包括ケアシステムの推進、サービスの質の確保や人材確
保対策などを議論するとともに、第10期計画の策定に向け
た「基本指針」を審議するために社会保障審議会に設置さ
れた専門部会

○社会保障審議会介護給付費分科会
・介護報酬改定のための審議や、そのために必要な調査等の
実施・分析等を行うために社会保障審議会に設置された専
門分科会

○全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議
・介護保険制度および高齢者福祉施策に関する最新の国の方
針や制度改正、事務連絡などを自治体の担当部署へ共有す
るための会議で年に１回程度開催

○介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会
・平成26年の介護保険制度改正によりできた介護予防・日常生活支援総合
事業を充実させるための検討会。この検討方針等を踏まえ、令和６年に
地域支援事業実施要綱が改正

○「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会
・2040年に向けて、地域ごとの人口減少に対応しつつ、予防・健康づくり、
人材確保、デジタル活用などを通じて地域包括ケアを維持・強化する支
援体制の構築のため、高齢者施策やその他の福祉サービスに共通する課
題を議論する検討会

○経済財政諮問会議
・「全世代型社会保障」の実現を目指し、2024年12月に『経済財政新生計
画 改革実行プログラム2024』を策定し、将来世代を含めた安心と制度
の持続可能性を確保するための具体的な改革工程を提示・議論

○地域共生社会の在り方検討会議
・地域共生社会の実現に向けた方策を検討する会議体
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✓ 次期介護保険制度の改正に向けては、85歳以上の人口増加や生産年齢人口の減少といった社会構造の
変化を背景に、介護人材の確保と地域の介護ニーズに対応したサービス提供が重要な課題となってい
る。

✓ そのため、地域包括ケアシステムの推進、地域共生社会の実現、介護予防・健康づくりの推進、介護
保険制度の持続可能性の確保、介護人材の確保等を図るため、次のテーマについて議論していくこと
が求められる。また、時間軸・地域軸を踏まえた検討を行う。

次期制度改正に向けた検討事項（案）

１．地域包括ケアシステムの推進
（多様なニーズに対応した介護の提供・整備、医療と介護の連携、経営基盤の強化）

≪検討テーマ案≫

２．認知症施策の推進・地域共生社会の実現
（相談支援、住まい支援）

３．介護予防・健康づくりの推進

４．保険者機能の強化
（地域づくり・マネジメント機能の強化）

５．持続可能な制度の構築、介護人材確保・職場環境改善
（介護現場におけるテクノロジー活用と生産性向上）

出典：社会保障審議会介護保険部会（第116回）
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（１）検討スケジュール

出典：社会保障審議会介護保険部会（第116回）
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（２）現在（令和７年６月）までの検討状況

出典：社会保障審議会介護保険部会（第121回）
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（３）具体的な検討内容

現状・課題 論点

（人口減少と地域間の差）
⚫ 2040年に向けて人口減少が進む。生産年齢人口は減少

し、高齢者人口は2043年にピークを迎えた後、減少へ
転じる。85歳以上人口は2035年頃まで増加。要介護認
定率、一人当たり介護給付費も高齢になるほど上昇。

⚫ 2040年には、高齢者人口が都市部では増加、過疎地域
では減少。高齢者人口の地域差が顕著になる。そのた
め、政令市、特別区などの都市部では介護サービスの
需要のピークが2040年以降となる一方、地方ではすで
にピークを迎えた自治体が多く存在する。

（介護サービス基盤の提供）
⚫ 第９期介護保険事業計画では、2026年度までに在宅・

居住系・施設サービスの提供量が増加予定であり、
2040年度にはさらに大幅な拡充が見込まれている。居
住系サービスの利用は伸びているが、都市部では高齢
者向け住まいの整備率が全国平均を下回っている。

（ニーズに応じたサービス展開）
⚫ 介護保険制度では、地域や高齢者のニーズに応じた制

度改正と多種・多様な介護サービスを展開し、地域包
括ケアシステムを推進している。

 要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしく
暮らし続けるためには、医療・介護・予防・住まい・
生活支援を包括的に提供する「地域包括ケアシステ
ム」の推進が引き続き重要である。2040年には65歳以
上の高齢者人口がピークを迎え、医療・介護の複合的
な支援が必要な人、中重度の要介護者、認知症高齢者、
独居高齢者の増加が見込まれることを見据え、地域の
実情を踏まえながら、地域包括ケアシステムをさらに
深化・発展させる必要がある。

 地域包括ケアシステムは、市町村（保険者）や都道府
県（広域自治体）が、地域の自主性・主体性に基づき
ながら、その特性に応じて構築、機能強化することが
求められる。

今後の人口減少・高齢化の進展と多様なニーズに対応した介護の提供・整備と地域包括ケアシステムの推進について

出典：社会保障審議会介護保険部会（第117回）を参考に作成
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（３）具体的な検討内容

現状・課題 論点

（ケアマネジメントや相談支援を取り巻く状況）
⚫ 2025年に団塊の世代全員が後期高齢者となり、医療

ニーズの高い高齢者がさらに増加する中、退院支援や
認知症ケアパスでの医療・介護連携のハブとして在宅
中重度者を担うケアマネジメントの推進が必要。

⚫ また、認知症や単身・夫婦のみの高齢者世帯が増える
中、住み慣れた地域での尊厳ある暮らしを支えるため
に、介護保険サービスと地域資源を組み合わせた支援
体制の構築が求められている。

（適切な役割分担と専門性の発揮）
⚫ 地域として必要な相談支援が提供されるよう、居宅介

護支援事業所や地域包括支援センターは、適切な役割
分担を図ることが必要。

⚫ ケアマネジャーが専門性を発揮できるように進めると
ともに、負担軽減策も必要。

⚫ 包括は切れ目のない支援を行うため、地域の把握や
ネットワーク構築など地域づくりに関わることが求め
られる。

⚫ 主任ケアマネジャーには、包括的・継続的ケアマネジ
メントの支援の担い手となることが期待される。

（地域で求められる相談機能と役割分担のあり方）
 医療ニーズの高い高齢者や認知症・単身・夫婦のみ世

帯の増加を受け、地域の多様な関係機関と連携しなが
ら、必要な相談機能をどのように確保していくか。

 居宅介護支援事業所は個別支援、地域包括支援セン
ターは地域全体の支援という役割分担のあり方や、ケ
アマネジャーが担う法定外業務について、地域でどの
ように協議・対応していくか。

（ケアマネジャーの専門性の発揮のために）
 居宅介護支援事業所のケアマネジャーに求められる専

門性をどう考えるか。また、専門性が発揮されるよう、
人材確保、処遇のあり方などをどう考えるか。

（地域包括支援センターと地域ケア会議のあり方）
 地域包括支援センターが、地域における医療・介護の

連携強化や、複雑化・複合化した課題を抱える高齢者
やその家族等に対する切れ目のない支援には、具体的
にどのような方策があるか。また、「地域ケア会議」
が果たすべき役割についてどのように考えるか。

（主任ケアマネジャーの役割）
 主任ケアマネジャーに期待される役割とその役割を発

揮するために必要な方策は何か。

①地域包括ケアシステムにおける相談支援等の在り方について

出典：社会保障審議会介護保険部会（第117回）を参考に作成
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（３）具体的な検討内容

現状・課題 論点

⚫ 2040年に向けて85歳以上の高齢者が急増し、要介護認
定率や認知症の有病率も上昇する。特に単身高齢者の
増加が見込まれ、認知症やMCIを抱える単身者は2025
年の約250万人から2040年に約349万人に増加する見通
しである。

⚫ 独居の認知症高齢者は、家族の支援が得られず社会的
孤立のリスクが高いため、医療・生活・権利擁護など
複合的な支援が必要となる。

⚫ 認知症ケアパスは、地域ごとに医療・介護サービスの
流れを整理したもので、95％以上の市町村で策定済。
今後は、認知症当事者の参画や意思を尊重した内容へ
の更新・周知が求められている。

 2040年以降の複合的支援ニーズを抱える独居認知症高
齢者の増加を見据え、安全・安心な生活を送るための
生活支援、環境整備に向けて、次の視点にどう取り組
むか。

•かかりつけ医、認知症サポート医、認知症疾患医療セ
ンター等の連携強化の方策

•介護サービスや生活支援ニーズにも対応できるよう、
地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム、
介護支援専門員、介護サービス事業所のスタッフ、家
族、地域の様々な関係者によるネットワークの構築方
策

•権利擁護・意思決定支援、地域のインフォーマルサー
ビスなど、地域の社会資源の確保方策と連携方法

 上記を踏まえた地域の役割分担と明確化が求められる。
また、これらの要素は、今後の認知症ケアパスにも適
切に反映される必要がある。

②認知症施策の推進について

出典：社会保障審議会介護保険部会（第117回）を参考に作成



２．社会保障審議会介護保険部会における検討状況 8

（３）具体的な検討内容

現状・課題 論点

（介護が必要な高齢者向け住まい）
⚫ 高齢者向け住まいは、自宅以外の選択肢として介護

ニーズや所得に応じて多様化しており、国では2030年
までに高齢者人口の４％に相当する高齢者住宅の供給
を目指している。また、有料老人ホームやサービス付
き高齢者向け住宅も地域ニーズに応じて整備が進めら
れている。民間の参入により提供されるサービスも多
様化する中で、本人の自由な選択と意思決定を支える
ためには、地域資源や事業者情報の十分な提供、専門
職による適切な支援が不可欠である。

⚫ 地域の介護ニーズに応じた施設整備が求められる中、
有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の情報
把握や市町村計画への反映が不十分で、実効性の確保
が課題となっている。また、多様なニーズに対応して
きたが「囲い込み」や運営の不透明性が課題。

（住まいの確保が困難な高齢者への住まい支援）
⚫ 高齢者の住まいと生活を一体的に支援するため、居住

支援法人の活用や法改正、自治体の住宅部門と福祉部
門の連携構築など、安心して暮らせる仕組みづくりを
推進。

⚫ 養護・軽費老人ホームの活用

（選択肢の多様化と適切な選択ができる環境整備）
 多種多様な高齢者住まいの中から、高齢者が自らの

ニーズに合った住まいを適切な情報に基づき、選択で
きるようにするには、どうすればよいか。

 不適切な運営に対する適切な指導監督や迅速な対応を
行うにはどうすればよいか。

 入居者への過剰な介護サービスの提供（いわゆる「囲
い込み」）に対し、どのような実効性ある対応が考え
られるか。

（適切な介護基盤の整備）
 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅が介護

需要の受け皿となっている状況を介護保険事業計画に
適切に反映し、地域のニーズに応じた介護サービスの
供給を実現するには、どのような方策が有効か。

（住まいと生活の一体的支援、養護・軽費老人ホーム）
 住宅セーフティネット法改正を踏まえた住まいと介護

の連携強化方策は何か。また、養護・軽費老人ホーム
の認知度向上策や自治体における活用促進方策は何か。

 市町村における養護老人ホームの業務を進めるための
都道府県の役割・支援は何か。

③地域包括ケアシステムにおける高齢者向け住まいについて

出典：社会保障審議会介護保険部会（第118回）を参考に作成
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（３）具体的な検討内容 ※次ページからの④～⑥は、「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方に関する
中間とりまとめ」について検討
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（３）具体的な検討内容

中間とりまとめの方向性 介護保険部会における論点

2040年に向けて、地域における人口減少・サービス需要
の変化に応じ、全国を主に３つの地域に分類して、テク
ノロジー等も活用し、その地域の状況に応じたサービス
提供体制や支援体制を構築

⚫ 「中山間・人口減少地域」:サービスを維持・確保す
るための柔軟な対応

⚫ 「大都市部」:需要急増を踏まえたサービス基盤整備
のための適切な対応

⚫ 「一般市等」:サービスを過不足なく確保するための
適切な対応

⚫ 支援体制の構築

（中山間・人口減少地域における対応）
 配置基準等の弾力化
 包括的な評価の仕組み
 訪問・通所などサービス間の連携・柔軟化
 市町村事業によるサービス提供
 地域の介護を支える法人等への支援

（大都市部における対応）
 ICT技術等を用いた24時間対応可能な効率的かつ包括

的なサービス

（一般市等における対応）
 既存の介護資源等を活用した将来を見据えた準備

（支援体制のあり方）
 ３つの地域の類型を分ける考え方
 地域におけるサービス提供体制の変化の中、地域特性

に応じてそれを支援する機能
 地域共生社会の推進

④人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築

出典：社会保障審議会介護保険部会（第120回）を参考に作成
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（３）具体的な検討内容

中間とりまとめの方向性 介護保険部会における論点

2040年に向けて、生産年齢人
口が減少する中、介護人材確
保は最大の課題。処遇改善を
はじめとする人材確保の取組
を進めるとともに、地域単位
でも、専門機関等の連携を図
り、雇用管理・生産性向上、
事業者間の協働化など、経営
改善に向けた支援を実施

⚫ 国や地方における介護人
材確保に向けた取組

⚫ 雇用管理等による介護人
材の定着に向けた取組

⚫ 職場環境改善・生産性向
上の取組

⚫ 介護事業者の経営改善に
向けた支援

⚫ 他事業者との協働化、事
業者間の連携、大規模化

（介護人材確保）
 賃上げや処遇改善の取組の継続
 地域における人材確保状況等の精緻な分析、対策の検討
 地域の公的な機関等の連携やプラットフォーム機能の充実等
 介護の魅力発信、常勤化支援
 外国人材の定着支援や就労
 養成施設の環境整備
（介護人材の定着）
 介護事業者の適切な雇用管理（ハラスメント対策含む）
 介護人材の多様なキャリアモデルの見える化・キャリアアップの仕組み
 オンラインを含めた教育・研修への位置付け、試験制度における取組
（職場環境改善・生産性向上）
 生産性向上の考え方とその普及
 テクノロジー導入・活用支援、介護助手等によるタスクシフト/シェア
 デジタル中核人材の育成、生産性相談窓口による伴走支援。介護記録ソフトやAI

など居宅サービスの技術開発、研究、科学的介護の推進
（介護事業者の経営改善支援、他事業者との協働化、事業者間の連携、大規模化）
 都道府県単位で雇用管理・生産性向上など経営支援の体制の構築（地域の専門機

関や専門職等との連携）
 大規模化によるメリットを示しつつ、間接業務効率化や施設・設備の共同利用な

ど、協働化や事業者間連携の推進等
 法人の経営支援、社会福祉連携推進法人の活用

⑤介護人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援の方向性

出典：社会保障審議会介護保険部会（第120回）
を参考に作成
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（３）具体的な検討内容

中間とりまとめの方向性 介護保険部会における論点

2040年に向けて、地域包
括ケアシステムを深化さ
せ、医療・介護、介護予
防、生活支援等の包括的
な確保を図る必要があり、
そのためには、地域資源
を把握・分析し、様々な
サービスや事業の組み合
わせや連携を図っていく
必要

⚫ 地域包括ケアとその
体制確保のための医
療介護連携

⚫ 介護予防・健康づく
り、介護予防・日常
生活支援総合事業等

⚫ 認知症ケア

（地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携）
 2040年に向けて85歳以上の高齢者が増加し、医療と介護の複合的ニーズが高まる中、

地域包括ケア体制の確保のため、医療・介護の連携強化や情報共有、急変時や退院後
の在宅復帰支援等の方策をどうするか。

 地域ごとの医療・介護需要の変化と、現在の医療介護提供体制の状況や活用方法を組
み合わせて検討するとともに、都道府県と市町村の役割分担を整理し、地域内で医療
と介護に多様な主体が連携して対応していくことが必要。

 都道府県や市町村は、地域医療構想や介護保険計画と連携し、データに基づく需要予
測や各圏域の議論の場の整備を通じて、切れ目のない医療・介護連携体制の構築を推
進していくことが必要。

（介護予防・健康づくり、介護予防・日常生活支援総合事業等）
 介護予防・健康づくりの推進には、地域支援事業等の活用が重要だが、活性化させる

ための情報提供方法、評価方法、事業の充実方法、財源確保策等をどうするか。また、
成果志向型の保険者機能強化など、どのような枠組みが必要か。

 介護予防関連施策の効果的な連携と医療専門職等の適切な関与のあり方、地域資源の
見える化と高齢者が自ら介護予防・健康づくり等に取り組む仕組みをどう構築するか。

 福祉以外のサービスと連携するなど、各地域での創意工夫による取組をどう考えるか。
（認知症ケア）

 認知症施策推進計画を踏まえ、居場所づくり、意思決定支援、医療・介護等に加え地

域におけるインフォーマル支援をどう推進するか。

⑥地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携、介護予防・健康づくり、認知症ケア

出典：社会保障審議会介護保険部会（第121回）を参考に作成
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出典：介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理
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出典：介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理
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出典：介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理
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出典：厚生労働省HPより
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